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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （千円） 4,323,109 3,499,251 10,592,015

経常利益 （千円） 509,620 410,719 1,278,966

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 397,222 311,952 1,014,043

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 443,451 339,035 1,094,906

純資産額 （千円） 2,582,416 3,517,587 3,233,546

総資産額 （千円） 6,198,012 6,477,456 7,668,482

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 217.78 171.06 555.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.7 54.3 42.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 571,715 488,944 2,097,144

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △525 △133,577 △131,363

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △604,687 △142,387 △771,475

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 1,292,723 2,735,398 2,522,372

 

回次
第58期

第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2020年７月１日
至2020年９月30日

自2021年７月１日
至2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 164.00 84.96

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種進行による感染

症収束への期待と変異種による感染症拡大のリスクを抱え、緊急事態宣言が続いたことにより、景気の回復は総

じて弱い状況で推移いたしました。

　建設業界におきましては、公共投資は底堅く推移しておりますが、依然として建設業界における労務単価、建

設資材価格等の動向にも注視が必要な経営環境にあります。

　当社グループにおきましては、新たな受注の獲得と利益向上へ取り組み、合理化・効率化施策を継続実施する

ことにより、引き続き堅調に推移し、災害復旧事業が急拡大した前年には及ばないものの、当第２四半期連結累

計期間の売上高は、3,499百万円（前年同四半期比19.1％減）、営業利益は379百万円（前年同四半期比21.3％

減）を計上し、経常利益は410百万円（前年同四半期比19.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は311百

万円（前年同四半期比21.5％減）となりました。

　なお、当第２四半期連結累計期間における新型コロナウイルス感染症による業績への影響は軽微であります。

 

セグメントの業績の概況

型枠貸与事業

　前年度までの台風や集中豪雨による災害復旧工事が執行された結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は

1,086百万円（前年同四半期比18.7％減）となり、営業利益は261百万円（前年同四半期比33.4％減）となりまし

た。

 

製品販売事業

　災害に対応した河川用護岸ブロック及び土木シート製品が堅調に出荷された結果、売上高は2,412百万円（前

年同四半期比19.2％減）となり、営業利益は118百万円（前年同四半期比31.2％増）となりました。

 

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの名称を従来の「資材・製品販売事業」から「製品販売

事業」へ変更しております。当該変更はセグメント名称の変更のみであり、セグメント情報に与える影響はあり

ません。

 

財政状態に関する説明

①資産

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は6,477百万円となり、前連結会計年度末比1,191百万円の減少と

なりました。

　その主な要因は、受取手形及び売掛金の減少1,446百万円、現金及び預金の増加211百万円及び投資有価証券の

増加143百万円によるものであります。

②負債

　当第２四半期連結会計期間末における負債は2,959百万円となり、前連結会計年度末比1,475百万円の減少とな

りました。

　その主な要因は、支払手形及び買掛金の減少1,051百万円、未払法人税等の減少170百万円及びその他に含まれ

る未払消費税等の減少199百万円によるものであります。

③純資産

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は3,517百万円となり、前連結会計年度末比284百万円の増加とな

りました。

　その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益等による利益剰余金の増加257百万円、その他有価証券

評価差額金の増加27百万円によるものであります。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下資金という。)は、前連結会計年度末に比べ、

213百万円増加し、2,735百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況については、次のとおりであります。
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①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動により得られた資金は488百万円(前年同四半期は571百万円の収入）でした。主に税金等調整前四半

期純利益410百万円、売上債権の減少1,695百万円、仕入債務の減少1,140百万円によるものであります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動により支出した資金は133百万円(前年同四半期は0百万円の支出）でした。主に投資有価証券の取得

による支出101百万円及び有形固定資産の取得による支出41百万円によるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動により支出した資金は142百万円(前年同四半期は604百万円の支出）でした。主に短期借入れによる

収入350百万円、短期借入金の返済による支出300百万円、長期借入金の返済による支出102百万円、リース債務

の返済による支出35百万円及び配当金の支払額54百万円によるものであります。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第２四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方

針について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、14百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,899,700

計 3,899,700

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月12日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 1,862,254 1,862,254
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株

であります。

計 1,862,254 1,862,254 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年７月１日～

2021年９月30日
－ 1,862,254 － 1,004,427 － 541,691
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（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

フリージア・マクロス株式会社 東京都千代田区神田東松下町17番地 2,315 12.69

技研ホールディングス株式会社 東京都千代田区神田東松下町17 1,323 7.25

株式会社ジェイ・エム・イー 東京都港区南麻布５丁目５－９ 1,288 7.06

菊池　恵理香 東京都杉並区 1,128 6.19

日本国土開発株式会社 東京都港区赤坂四丁目９番９号 616 3.38

行本　卓生 東京都港区 577 3.17

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

(東京都港区浜松町２丁目１１番３号)
576 3.16

今井　正利 岐阜県多治見市 557 3.05

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人 インタラクティ

ブ・ブローカーズ証券株式会社）

ＯＮＥ ＰＩＣＫＷＩＣＫ ＰＬＡＺＡ

ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ， ＣＯＮＮＥＣＴＩ

ＣＵＴ ０６８３０ ＵＳＡ

（東京都千代田区霞が関３丁目２番５

号）

541 2.97

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 449 2.46

計 － 9,372 51.39

(注)上記のほか当社所有の自己株式386百株があります。

 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 38,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,802,100 18,021 －

単元未満株式 普通株式 21,554 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  1,862,254 － －

総株主の議決権  － 18,021 －
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②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

日建工学株式会社

東京都新宿区西新宿

六丁目10－１
38,600 － 38,600 2.07

計 － 38,600 － 38,600 2.07

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,524,172 2,735,398

受取手形及び売掛金 3,019,464 1,572,799

電子記録債権 457,418 259,269

商品及び製品 272,844 271,941

原材料及び貯蔵品 12,978 12,006

その他 87,857 170,422

貸倒引当金 △8,761 △8,493

流動資産合計 6,365,976 5,013,345

固定資産   

有形固定資産   

リース資産（純額） 231,403 193,321

その他（純額） 218,408 273,548

有形固定資産合計 449,812 466,870

無形固定資産 18,167 17,072

投資その他の資産   

投資有価証券 623,302 766,870

その他 359,554 361,455

貸倒引当金 △148,330 △148,157

投資その他の資産合計 834,525 980,168

固定資産合計 1,302,506 1,464,110

資産合計 7,668,482 6,477,456

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,407,875 1,356,299

短期借入金 － 50,000

１年内返済予定の長期借入金 195,983 178,980

未払金 240,048 134,991

リース債務 89,526 79,308

未払法人税等 278,502 108,101

その他 359,728 288,682

流動負債合計 3,571,665 2,196,363

固定負債   

長期借入金 467,500 382,500

リース債務 155,987 125,387

繰延税金負債 76,929 92,013

退職給付に係る負債 125,040 125,791

その他 37,811 37,811

固定負債合計 863,269 763,504

負債合計 4,434,935 2,959,868
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,691 541,691

利益剰余金 1,612,705 1,869,946

自己株式 △65,666 △65,948

株主資本合計 3,093,158 3,350,116

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 140,388 167,470

その他の包括利益累計額合計 140,388 167,470

非支配株主持分 － －

純資産合計 3,233,546 3,517,587

負債純資産合計 7,668,482 6,477,456
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 4,323,109 3,499,251

売上原価 3,161,859 2,455,156

売上総利益 1,161,249 1,044,094

販売費及び一般管理費 ※ 678,243 ※ 664,169

営業利益 483,006 379,924

営業外収益   

受取利息 128 24

受取配当金 14,837 14,224

棚卸資産処分益 1,272 14,110

貸倒引当金戻入額 56 440

保険解約返戻金 14,921 5,028

為替差益 － 48

その他 2,044 2,155

営業外収益合計 33,260 36,032

営業外費用   

支払利息 4,738 4,193

手形売却損 582 －

為替差損 795 －

その他 529 1,044

営業外費用合計 6,646 5,237

経常利益 509,620 410,719

特別利益   

固定資産売却益 4,810 34

特別利益合計 4,810 34

特別損失   

固定資産売却損 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前四半期純利益 514,431 410,753

法人税等 117,208 98,800

四半期純利益 397,222 311,952

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 397,222 311,952
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益 397,222 311,952

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 46,228 27,082

その他の包括利益合計 46,228 27,082

四半期包括利益 443,451 339,035

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 443,451 339,035

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 514,431 410,753

減価償却費 124,741 97,837

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,626 △440

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,107 751

受取利息及び受取配当金 △14,965 △14,248

支払利息 4,738 4,193

為替差損益（△は益） 805 △48

固定資産売却損益（△は益） △4,810 △34

売上債権の増減額（△は増加） 485,955 1,695,070

棚卸資産の増減額（△は増加） 258,656 1,888

仕入債務の増減額（△は減少） △728,661 △1,140,558

未払消費税等の増減額（△は減少） 70,638 △210,136

その他 △135,762 △90,179

小計 573,033 754,846

利息及び配当金の受取額 12,914 14,238

利息の支払額 △5,395 △5,122

法人税等の支払額 △22,545 △275,017

法人税等の還付額 13,707 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 571,715 488,944

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 1,800

投資有価証券の取得による支出 － △101,402

有形固定資産の取得による支出 △116,826 △41,282

有形固定資産の売却による収入 32,275 34

保険積立金の解約による収入 92,328 10,061

その他 △8,302 △2,787

投資活動によるキャッシュ・フロー △525 △133,577

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 200,000 350,000

短期借入金の返済による支出 △650,000 △300,000

長期借入金の返済による支出 △128,042 △102,003

自己株式の取得による支出 △85 △281

配当金の支払額 △36 △54,713

リース債務の返済による支出 △26,523 △35,389

財務活動によるキャッシュ・フロー △604,687 △142,387

現金及び現金同等物に係る換算差額 △799 46

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △34,297 213,026

現金及び現金同等物の期首残高 1,327,020 2,522,372

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,292,723 ※ 2,735,398
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を第１四半期連

結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交

換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　型枠貸与事業については、顧客が当社の鋼製型枠を使用して製作したブロックの個数に基づき、収益を一定の期

間に渡り認識しております。

　製品販売事業については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、

商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影

響もありません。

　なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年

３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

　これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する情報）

　新型コロナウイルス感染症による影響は、ワクチン接種進行による感染症収束への期待と変異種による感染症

拡大のリスクを抱え、先行き不透明な状況にあり、当社グループを取り巻く事業環境も当面、先行き不透明な状

況にありますものの、当社グループの主たる業務は、港湾、漁港、海岸、河川、砂防分野における波浪、地震、

火山、豪雨、土砂災害等に対する緊急性の高い国の防災・減災対策事業に関わる事業であり、現時点において新

型コロナウイルス感染症による影響は限定的に留まるものと仮定し、会計上の見積りを行っております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日
　　至 2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　　至 2021年９月30日）

給料及び手当 324,489千円 316,517千円

旅費交通費 48,917千円 45,837千円

退職給付費用 16,099千円 8,816千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 1,294,523千円 2,735,398千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,800千円 －千円

現金及び現金同等物 1,292,723千円 2,735,398千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 54,712 30 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

16/22



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業 製品販売事業

売上高    

外部顧客への売上高 1,337,274 2,985,834 4,323,109

セグメント間の内部売上高又は振
替高

－ － －

計 1,337,274 2,985,834 4,323,109

セグメント利益 392,649 90,357 483,006

 
２．報告セグメントの利益金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

損益 金額

報告セグメント計 483,006

セグメント間取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業利益 483,006

 
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業 製品販売事業

売上高    

外部顧客への売上高 1,086,936 2,412,315 3,499,251

セグメント間の内部売上高又は振
替高

－ － －

計 1,086,936 2,412,315 3,499,251

セグメント利益 261,334 118,590 379,924

 
（注）第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの名称を従来の「資材・製品販売事業」から「製品販

売事業」へ変更しております。当該名称変更がセグメント情報に与える影響はありません。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報についても変更後の名称で記載しております。
 
 

２．報告セグメントの利益金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

損益 金額

報告セグメント計 379,924

セグメント間取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業利益 379,924

 
 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
型枠貸与事業 製品販売事業

一時点で移転される財

一定の期間にわたり移転

される財

－

1,086,936

2,412,315

－

2,412,315

1,086,936

顧客との契約から生じる

収益
1,086,936 2,412,315 3,499,251

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 1,086,936 2,412,315 3,499,251

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益 217円78銭 171円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 397,222 311,952

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益(千円)
397,222 311,952

普通株式の期中平均株式数（株） 1,823,991 1,823,682

（注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年11月11日

日建工学株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小　松　亮　一　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 堤　　　　　康　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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